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辺野古新基地建設中止に関する緊急提言 

－県外・海外移転による普天間飛行場問題の解決に向けて－ 

 

はじめに． 

戦後 64 年、復帰 37 年を経た今日でも、沖縄は「米軍の島」である。国土のわずか 0.6％

の面積、1％の人口の沖縄に在日米軍基地の約 75％が集中している。県民は、米軍基地あ

るが故の事件・事故で主権・人権を侵害され、基地周辺住民は、深夜・早朝を問わない爆

音被害、基地公害等で生活を破壊されている。受忍限度をはるかに超える過重な基地負担

は、「法の下の平等」に反するばかりか、政治的差別ですらある。 

とりわけ、辺野古新基地建設（普天間飛行場移設）問題の解決は、沖縄における長年の

懸案事項かつ最大の政治課題だ。だが、政権交代の実現によって、一筋の光が差し込んで

きた。連立政権発足にあたり、民主・社民・国民新党 3 党間で「沖縄県民の負担軽減の観

点から、日米地位協定の改定を提起し、米軍再編や在日米軍基地のあり方についても見直

しの方向で臨む」ことが政策合意されたからだ。今、沖縄県民は、鳩山連立内閣に一縷の

望みを託し、その一挙手一投足を見守っている。 

今回の衆議院選挙では、沖縄 4 選挙区全てで「辺野古新基地建設反対」を公約した候補

者が当選を果たした。一方で、2008 年 7 月には、「名護市辺野古沿岸域への新基地建設に

反対する決議」が沖縄県議会で可決されている。紛れもなく、沖縄の直近の民意は辺野古

新基地建設反対、普天間飛行場の無条件閉鎖・返還にある。 

「なぜ 13 年半にわたって普天間は動かなかったのか」「本当に沖縄は、地政学的、軍事

戦略的に要石であるのか」「自然環境豊かな辺野古沿岸域の埋め立てに国際社会の理解は

得られるのか」「民意無視の大規模公共工事を国民にどのように説明するのか」、そして

「真に実効性ある“沖縄の負担軽減”とは何であるのか」。地方分権・地域主権を旗頭に

掲げ、民意尊重の政治を標榜する鳩山政権にあっては、今一度県民と同じ目線に立って、

つぶさに検証していただきたい。 

 本来、軍隊とは政治によって与えられた軍事的環境に応じて部隊運用を組み立てる組織

だ。すなわち、問題解決の全ての責任は政治にある。10 月 20 日のゲーツ国防長官、11 月

のオバマ大統領来日を控える中、沖縄県民は、鳩山連立内閣の勇気ある決断を待っている。

「対等な日米関係」は、民意に即した政策転換で傷つくものではない。 

以下、辺野古新基地建設が、必要性・合理性を欠いた計画であることを示すとともに、

沖縄県民の意思を明確に主張するものである。 



 2 

１．県内移設反対は沖縄社会の「通奏低音」 ―なぜ米軍再編は進まないのか― 

 2006 年 5 月の在日米軍再編をめぐる日米両政府の合意から 3年 5カ月が経過した。 

 今年 2 月に日米両政府が締結した「在沖米海兵隊のグアム移転に関する協定」（グアム

移転協定）は、最大懸案である普天間飛行場の移設先である名護市辺野古のキャンプ・シ

ュワブ周辺に最新鋭の軍事基地を建設し、永久軍事基地化を図ることが第一の狙いである。

迫り来る総選挙で政権交代する可能性が高かったことを視野に入れ、日米の合意を国家間

条約に格上げし、次の政権まで拘束しようとした「食い逃げ協定」との批判は根強く、問

題点が噴き出している。 

 こうした中、8月 30 日の衆議院選挙によって自民、公明の連立政権が倒れて政権交代が

実現、鳩山由紀夫氏が首相に就任し、民主、社民、国民新の 3 党連立内閣が発足した。選

挙戦で普天間飛行場の県外移設を主張してきた 3 党は、連立合意文書で「沖縄県民の負担

軽減の観点から、日米地位協定の改定を提起し、米軍再編や在日米軍基地の在り方につい

て見直しの方向で臨む」と明記した。戦後 64 年間、基地の過重負担にあえいできた県民は、

沖縄選挙区で普天間飛行場の県内移設反対を掲げた 4 人の候補を当選させ、自民党候補は

全敗を喫した。それに先立ち、2008 年 6 月の県議選では、県内移設を推す県政与党が惨敗

を喫し、少数与党に転落している。沖縄社会は、県内移設ノーの民意を明確に表した。同

時に、鳩山新政権が従属のそしりを免れない対米外交を一新し、県内移設の呪縛から脱け

出す決断を下すことに強い期待感を抱き、固唾をのんで新政権の動向を見つめている。 

 

（１）13 年半経っても実現しない県内移設 －民意無視の代償－ 

 そもそも、混迷の端緒は、1996 年 4 月の日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）中間報告で、

日米政府が、危険な普天間飛行場の移設先を県内に定めたことにさかのぼる。実に 13 年半

もの長きにわたって、普天間飛行場の返還が実現しない理由は何か。その核心は、米兵が

引き起こす事件・事故による人権侵害や、米軍基地の運用と密接に絡む環境破壊へのいら

だちが限界を超えている沖縄の民意を無視し、県内移設をごり押ししようとした日米両政

府の姿勢にこそあると言わねばならない。 

 普天間飛行場返還を日米の外交交渉の場で取り組まざるを得ない課題に押し上げたのは

大田昌秀県政であった。1995 年 9 月に起きた 3人の米兵による小学女児の暴行という忌ま

わしい事件は、一人の少女の安全も守れない安全保障とは何なのかを問い掛け、「平和の

配当」を望んだ県民は、基地の大幅な整理縮小を要求した。 

 日米両政府は、「基地の整理・縮小・統合」をうたい文句にしたＳＡＣＯ合意によって、

沖縄社会の怒りを鎮静化しようとしたが、その目玉は最も危険な普天間飛行場の名護市辺

野古沖への移設だった。合意の裏面にあった米側の意図は、建設から半世紀がたち、老朽

化した基地を日本政府の予算で最新鋭基地に造り替えることにある。沖縄県民はそれを見

透かしているのである。 

 1998 年にその大田氏を破り、2 期 8 年知事を務めた稲嶺恵一氏、その後継者として知事

を引き継いだ現職の仲井真弘多氏まで 11 年に及ぶ保守県政は、日本政府と基本的には同一

歩調を取り、県内移設を推進してきた。米軍再編による移設案の微修正を経ても、県民の
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多数が県内移設には一貫して反対している。北部振興策や米軍再編交付金など、財政出動

を伴う露骨な地元自治体懐柔策をもってしても、一貫した県民世論を変えることはできて

いない。強固な民意の無視は、普天間飛行場県内移設に推進力が宿らない重大な要因と位

置付けていいだろう。 

 

（２）県民世論は大多数が反対維持 

 県内移設を容認、推進する稲嶺恵一氏が知事に就任した後の県民世論の推移を主な世論

調査結果で振り返ってみる。 

 ☆政府が再び辺野古沖のリーフ上に、ＳＡＣＯ合意の 1,500 メートル滑走路を持つ撤去可能な海

上基地に代えて、2,000 メートルの滑走路をもつ軍民共用空港を造る計画を立てた。本土復帰

30 周年の 2002 年 5 月、沖縄タイムスと朝日新聞が実施した調査では、県内移設反対が 69％を

占め、賛成は 9％に過ぎなかった。 

 ☆政府が辺野古沖移設の埋め立て案を正式決定した後の 2003 年 11 月、衆院選に当たって琉球新

報と共同通信が実施した調査は、反対 57％、賛成（嘉手納統合含む）は 24％で、反対が倍以

上を占めた。 

 ☆2004 年 8 月に、米海兵隊の大型ヘリが普天間飛行場に隣接する沖縄国際大学に墜落する事故が

起きた後の同年 9月、沖縄タイムスが実施した調査は、名護市辺野古沖移設には「反対」が 81％

で、「賛成」の 10％を圧倒した。 

 ☆在日米軍再編の中間報告を受けた 2005 年 11 月の世論調査（琉球新報・沖縄テレビ実施）では、

キャンプ・シュワブを貫く形の新基地建設で日米政府が新たに合意した「沿岸案（Ｌ字案）」

について問うと、県外移設を求める意見が 85％に達し、支持は 7％にとどまった。 

 ☆日米政府が 2006 年 4 月に新たな合意案とした「Ｖ字案（新沿岸案）」に対する世論調査（琉

球新報・沖縄テレビ実施）では、反対が 70％に達した。評価するとした回答は 26％。 

 ☆2006 年 11 月の県知事選に当たり、琉球新報と沖縄テレビが実施した世論調査では次のような

結果が出た。県内移設反対は 54％とやはり過半数を占めた。「新沿岸案」支持は 4％だった。 

 ☆2007 年の本土復帰 35 周年の世論調査（琉球新報）では、76％が反対し、辺野古移設推進の 17％

の 4倍超を記録した。 

 ☆2009 年の本土復帰 37 周年を機に、沖縄タイムスと朝日新聞が実施した調査は 68％が県内移設

に反対し、賛成の 18％を大きく引き離した。 

 

（３）沖縄の民意尊重が基地問題解決の道標 

 撤去可能な海上基地→辺野古沖埋め立て案→米軍再編の当初案「沿岸案（Ｌ字案）」→

日米合意の「Ｖ字案（新沿岸案）」と変遷してきた移設形態の全てに、県民はノーを突き

付けてきた。沖縄振興策をめぐる政府との蜜月関係を演出し、協調を旨としてきた稲嶺、

仲井真の両保守県政であっても、普天間飛行場の県内移設をめぐっては、一度たりとて県

民多数の支持を獲得したことはない。とりわけ、辺野古沖の豊かな自然を見据え、環境保

全の観点から厳しいまなざしを注ぐ県民が増えている。普天間飛行場の県内移設反対の民

意は、沖縄社会の「通奏低音」として息づき、その強さを増していることはまぎれもない
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事実であり、政策判断の中でそれを直視することが求められよう。日米両政府は、在日米

軍再編の目的として、「抑止力維持と沖縄など米軍基地を抱える地域の負担軽減」をこと

さら強調してきた。本土マスコミの報道もその説明を増幅する一因となってきたことも否

めない。「負担軽減」という言葉は、米側にとってグアムの海兵隊施設の整備費用を日本

に支出させるための、日本政府にとってはその要求受け入れを正当化するための口実とし

て最大限に利用されている。普天間飛行場の返還・県内移設と、嘉手納基地より南の基地

の返還がパッケージとして合意されているが、そもそも、基地機能が縮小し、必要性が薄

らいできた基地を返還することと、普天間飛行場の移設をセットにしなければならない合

理的根拠は乏しい。日米交渉の力関係が映し出されたものと言えるだろう。 

米軍再編に賛成した自治体に交付金を手厚く支給する「米軍再編交付金」による地元懐柔

策は、金によって地域の自決権を蝕むものだ。地方自治制度の根幹を揺るがす愚策と言う

しかなく、新政権が掲げる地方主権とも相いれない。揺るがない沖縄の民意を尊重するこ

とこそが、基地問題を正しい解決の道に向かわせる土台となる。 

 

 

２．米国はなぜ沖縄にこだわっているのか 

 米軍の前方展開兵力は、ヨーロッパとアジア太平洋地域にそれぞれ 10 万人体制を維持し

てきた。このうちアジアでは日本がほぼ半数を受け入れ、国内で約 75％の基地を沖縄に集

中させている。世界で他に例を見ない「米軍の島」となっている。 

 これほど安保の負担を一地域に集中させながら、その根拠について旧政権の説明は実に

あいまいだ。 

 防衛白書は沖縄の地理的優位性を挙げ、「緊急事態への一時的な対処を担当する海兵隊

をはじめとする米軍が沖縄に駐留する主な理由と考えられる」と記している。沖縄にある

米軍基地の約７割を占有する海兵隊の緊急展開のために沖縄が重要だと「考えられる」と

いう。これでは誰がそう考えているのか主体があいまいだ。 

 在日米軍を指揮する米太平洋軍司令部は太平洋からインド洋、そしてアフリカ東部まで

を活動エリアとしている。世界規模で展開する米軍の活動実態を踏まえれば、海兵隊の初

動起点が国内どこであろうとさほど差はないはずだ。 

 イラクのクエート侵攻（1990 年 8 月）を受けた湾岸戦争で、米軍は約 50 万の兵力を動

員した。このうち海兵隊は 9万人超をサウジアラビアの前線基地などに配置した。大型輸

送機がピストン運行し人員と装備を空輸した。沖縄の海兵隊は 2,000 人を米空軍嘉手納飛

行場からチャーター機で向かわせた。 

 他方、平時においては沖縄の機動展開部隊（第 31 海兵遠征隊＝31ＭＥＵ）が長崎県佐世

保を拠点とする強襲揚陸艦隊に乗って、アジアの同盟諸国を巡回している。同盟国間のネ

ットワークを確認しながら、テロリストが潜伏しそうな山間部などでテロの拡大を食い止

めようと民生支援活動に取り組んでいる。 

 有事になれば数十万もの兵力と物資が米本国から空輸される。通常は機動部隊がアジア

を巡回するといった動きをする海兵隊が、沖縄でなければ機能不全に陥ると考えるだろう
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か。そもそも軍隊は与えられた資源（基地・施設）に合わせて部隊運用を組み立てる変幻

自在な組織だ。 

今回の米軍再編で、約 8,000 人の海兵隊員を沖縄からグアムへ移す。「沖縄の負担軽減」

という政治目的が優先された結果だ。このためグアム移転の日米合意（2005 年 10 月）よ

り約 1年も遅れて、グアムに海兵隊を配備できるかどうかを確認した調査「グアム統合軍

事開発計画書」がまとまった（2006 年 7 月）。 

「グアム統合軍事開発計画書」には、航空戦闘部隊の独身兵 1,500 人のための居住施設

とＱＯＬ施設の建設と併せて、海兵隊航空部隊とともに移転してくる最大 67 機の回転翼機

と 9機のＣＶ－22（オスプレイ）航空機用格納庫の建設などが明記されている。要するに、

沖縄からグアムへの 8,000 人の海兵隊員移転は、司令部や後方支援要員だけでなく、普天

間飛行場のヘリ部隊も含めて移転する計画である。その場合、普天間飛行場の代替基地は

必要性を失う。旧政権が辺野古新基地建設を進める理由は、根本から正当性を失うことに

なる。 

たしかに、2006 年 5 月の日米合意の政治文書「再編実施のためのロードマップ」には、

「約 8,000 名の第三海兵機動展開部隊の要員と、その家族約 9,000 名は、部隊の一体性を

維持するような形で 2014 年までに沖縄からグアムに移転する」とある。果たして司令部機

能だけをグアムに移転することで「部隊の一体性を維持」できるのか、疑問である。仮に、

司令部機能のみを移転するのであっても、司令部は、グアムから沖縄とハワイに配備する

実動部隊を遠隔操作するため、地理的優位性を根拠に沖縄基地の合理的説明はもはやでき

なくなった。 

 そもそも日本に海兵隊が配備されたのは沖縄でなく、岐阜県各務ヶ原飛行場と山梨県東

富士だった（1953 年）。在韓米軍をバックアップするのが日本駐留の目的だったが、1956

年に沖縄に移駐してきた。 

軍隊に基地を与えるのは政治である。米軍が沖縄にこだわるのは、日本政府がそこで基

地を提供しているからにほかならない。 

 

 

３．「普天間代替」辺野古新基地のアセス予算は執行を凍結すべきである 

（１）「普天間」代替施設建設予定地とされる辺野古沿岸域は、沖縄県の「自然環境の保全

に関する指針」で「評価ランクＩ」（厳正な保護を図る区域）に分類されている特別の保護

の必要がある地域である。2007 年 9 月には、辺野古地先の大浦湾北側でアオサンゴ大群落

が発見され、石垣島白保のアオサンゴ大群落に匹敵する貴重なものと言われているが、こ

の地域の自然環境の保全の重要性を改めて示したものである。 

  

（２）21 世紀は環境の世紀である。その中で地球温暖化防止と生物多様性の保護は、日本

のリーダーシップが強く期待される二大課題である。日本政府は、2010 年 10 月に名古屋

で開催される生物多様性条約締約国会議（COP10）において議長国としての責務を果たさ

なければならないが、生物多様性が特に高い沖縄の自然を日本政府がどのように扱うかは

世界中の注目の的となる。 
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（３）現在進行中の「普天間」アセスは、アセス手続きに入る前に事前調査をし1、方法書

提出後に追加資料を後出しし2、準備書では方法書にないものを出すなど3、基地建設あり

きの違法な手続きで進められている。結果的に住民は、アセス法で認められた意見を述べ

る機会を失った4。 

 

（４）そこで、アセスのやり直しを求める行政訴訟が、県内外の 344 人によって 2009 年 8

月 19 日に那覇地裁に提訴されている。アセス手続きそのものの不備を訴える訴訟は全国初

であり、日本の環境行政にとって前代未聞の不祥事である。 

 

（５）準備書に対する知事意見が 10 月 13 日までに出され、防衛省の予定では、今年 12 月

か来年 1 月には評価書が提出されようとしている。しかし、アセス法の精神を無視した違

法調査のまま、このアセスを強行すべきではない。違法調査からは、真っ当なアセス結果

は生まれず、また「普天間」代替施設建設事業に対する県民の信頼を大きく損なうことと

なるからである。その意味で、「普天間」アセスの予算執行は即刻凍結し、真っ当なアセ

スとして再設計すべきである。「普天間代替」は、アセスがまともに実施されるならば、

決して建設ＯＫとはならない無理スジの事業である。 

 

（６）新政権は、子育て、教育、福祉という生活の各方面にわたって本格的支援を約束し、

そのための財源確保に向け、無駄な公共事業の中止を打ち出している。「日米合意」による

基地建設も、日本のあるべき防衛政策の検証に立ち戻りつつ、聖域なき見直しの対象とす

べきである。 

 

（７）生物多様性を損なう新基地建設は、米国内においても支持を得られない。米国サン

フランシスコ連邦地裁で争われている沖縄ジュゴン訴訟で米国防総省は、絶滅の危機に瀕

している沖縄のジュゴンに辺野古の新基地建設がどのような影響を与えるのかを明らかに

し、基地の建設と運用にあたってそのことを考慮するように求められている。米国防総省

は、日本政府のアセスが影響を明らかにするとしているが、違法アセスの実態が明らかに

なれば、ジュゴンの親戚のマナティに対し特別の感情を有する米国政府並びに米国民の日

本政府に対する信頼は地に墜ちることとなろう。 

 

                         
1 この事前調査は、反対する市民を海上自衛隊の掃海母艦「ぶんご」まで派遣して威圧しながら、20 数億円

もの経費をかけて実施されたものである。方法書の洗礼を受けていないことが、違法アセスとなる第一の理

由である。 
2
事業内容の後出しはアセス法が認めないものであり、後出しの際は、法 28 条に基づいて方法書にもどって

やり直すことが原則である。後出ししながらやり直さないことが、違法アセスである第二の理由である。 
3準備書段階で新たにヘリパッド 4 箇所が追加された。再三再四の後出しである。 

4 アセス法第 8条は、方法書に対して住民等が意見を述べる機会を保障している。しかし、「普天間」アセ

スの方法書には事業内容がほとんど記載されておらず、後出しされた事業内容について、住民等は意見を述

べる機会がなかった。手続法としてのアセス法の精神に反する致命的な法律違反である。 
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４．今、必要なことは何か？―沖縄における米軍再編問題の「解決」のために 

（１）「無駄な公共事業」としての辺野古新基地建設 

 そもそも、米海兵隊普天間基地の閉鎖・返還は、事故の危険性を除去するために、今般

の米軍再編とは関係なく提案された。それが、辺野古での大規模な基地建設へと事業化し

たのは、米軍の当初の軍事的必要性や日本の安全保障という、本来の政策目標からかけ離

れた、まさしく、新政権が現在、厳しい見直しに取り組んでいる「無駄な公共事業」に変

容したためである。何のための新基地建設かを、抜本的に見直せば、辺野古新基地建設を

進める意義がないことは明らかとなる。 

 

（２）環境重視政策へ 

 新政権は、温暖化防止のための国際公約を発表し、国際社会から高い評価を得た。また、

米国オバマ政権も、環境重視の方針を表明している。その両政権が、絶滅危惧種であるジ

ュゴンの生息地を破壊し、貴重な珊瑚の群生を潰して、必要性のない軍事基地を建設すれ

ば、世界はどのように受け止めるか、議論するまでもない。沖縄の海を守るために、日米

両政府が基地建設を断念することこそが、世界に対して強力なメッセージを送ることにな

る。辺野古新基地建設中止は、環境重視への劇的な政策転換を訴えかけるこの上ない機会

だ。 

 

（３）情報公開の実現 

 日米関係の新時代を拓くには、これまでのやり方、すなわち、一方的に米国の意向を忖

度して、秘密裏に政策を遂行し、問題が明らかとなっても実情を秘匿し続けるという外交

からの脱却が必須となる。米国から離反する必要はなく、徒に対立する必要もない。単に、

当たり前の国家間の関係を打ち立てる必要があるだけである。その上で、政策形成・執行

に関する情報公開が、より重要となる。 

 


